
具体的な公表例 ※各社のホームページの内容を記載 

（１）株式会社東芝（製造業、本社：東京都）

2021年 5月 18日登録 

国内拠点の出勤者数削減の実施状況 

出社率目標と実績 

国内全ての職場を通じた出社率目標値 

 （製造現場等、在宅勤務が困難な職場を含む） 

50％以下 

出社率実績 

（2021年４月） 

（株）東芝（在宅勤務が可

能な職場が大半） 

30％ 

（株）東芝および主要子会

社（製造現場等の在宅勤務

が困難な職場を含む）※ 

49％ 

※対象は、（株）東芝・東芝エネルギーシステムズ（株）・東芝インフラシステムズ

（株）・東芝デバイス＆ストレージ（株）・東芝デジタルソリューションズ（株）、 

総数: 約 2万人（在宅勤務が可能な職場:約 3/4、在宅勤務が困難な職場:約 1/4） 

テレワーク等の推進および感染防止に向けた取り組みの実施状況

・ 在宅勤務が可能な従業員については在宅勤務を徹底

・ 在宅勤務、テレワークに必要となるインフラ（パソコンやリモートアクセス）を会

社にて支給・準備

・ 会議は感染防止・接触機会低減の観点から対面を前提とせず、オンライン会議を推

進

・ 執行役や経営幹部、職制が率先して在宅勤務を実施

・ リモートワークにおけるコミュニケーションのあり方や工夫に関する動画の配信や

オンラインでの ITスキルアップ教育を展開し、リモート環境下における生産性の高

い働き方を推進 

・ 在宅勤務が困難な職場においては、感染リスク軽減策を講じた上で、フレックス勤

務、時差勤務・ズレ勤務・シフト勤務、週休３日制の試行等、柔軟な勤務を推進

・ 出社する場合においても、時差通勤の活用を推進し、出社前・出社後の検温等によ

る健康管理、就業可否判断を実施
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（２）株式会社アイ・オー・データ機器（製造業、本社：石川県）

2021年 5月 18日登録 

新型コロナウイルスの感染拡大防止への対応について 

株式会社アイ・オー・データ機器は、新型コロナウイルスの感染拡大防止のため、従

業員のテレワークを下記のように実施しております。 

テレワーク実施率

金沢 東京 大阪 その他拠点 全社 

33.29% 70.60% 82.54% 68.30% 41.54% 

集計期間：2021／5／1 ～ 2021／5／15 

テレワーク実施率：期間中のテレワーク者延べ人数／期間中の業務従事者延べ人数

  .  

テレワーク導入に関連する施策等

・ 在宅勤務手当の創設

・ 通勤手当の支給方法変更（出社実績に合わせて往復交通費を支給）

・ 各種申請書のペーパレス化

・ 勤怠管理のクラウドシステム化

・ 安否確認システムによる毎日の体調確認

・ 在宅勤務が出来るような PCの手配等

ノートパソコンへの切替もしくは、リモートデスクトップ使用によるリモート業務

     PC内データ暗号化による社外への持ち出し許可設定 

 VPN接続の整備 

     IP電話の導入 

オンライン会議ツールの導入

     FAX受領のオンライン対応 等 

その他、感染拡大防止の観点から、不要不急の出張自粛、一部社内教育研修のオンライ

ン開催、採用活動のオンライン上での実施などにも取り組んでおります。



（３）株式会社インターネットイニシアティブ（情報通信業、本社：東京都）

2021年 5月 18日登録 

社員の勤務体制 

感染リスク低減のため、社員は時差出勤およびテレワークを活用しております。 

緊急事態宣言中、宣言対象地域においては止むを得ない場合を除き、原則全員テレワーク

としております。 

また社員同士あるいはお客様との打ち合わせ等についても、可能な限り、リモート会議を

実施することとしています。 

テレワーク実施状況

期間 テレワーク実施率

2021年 4月（4月 1日～30日） 緊急事態宣言対象地域 50% ／ 全社 47% 

  （※）当社ではコロナ禍で需要が急増しているインターネットインフラ事業を行ってお

り、お客様の新常態への対応支援を可及的速やかに行うことが重要な社会的使命

との認識です。そのため出社が必要となる業務も増加しています。また年度初め

等、やむを得ない出社も増加しておりました。引き続き、テレワーク推進に努め

てまいります。 

テレワーク推進に向け実施している取り組み

・ 社員に対するテレワークの啓蒙、および推奨

・ テレワーク環境のシステム面での整備と充実

・ テレワークにおける社員の業務フローの改善

・ テレワーク手当の導入

・ フレックスタイム制度の導入拡大（時差出勤等の柔軟な働き方への対応整備）



（４）協栄産業株式会社（卸売業・小売業、本社：東京都）

2021年 5月 18日登録 

テレワーク等の実施状況と取り組み

当社はテレワークの導入やオンライン会議を活用することで、事業所への出勤者数の

削減を行うとともに、従業員が働きやすく、働きがいのある職場の仕組みづくりを推進

しています。  

テレワーク等実施率 目標値 50％（緊急事態宣言発出地域は 70％）

期間 テレワーク等実施率

４月前半 38.2％ 

４月後半 40.8％ 

５月前半 50.6％ 

テレワーク等実施率：テレワークを適用できない生産・保守等に従事する従業員を除

いた協栄産業のデータより算出 

働きやすく、働きがいのある職場の仕組みづくりについて 

テレワーク導入及び推進に際して、下記のような取り組みを進めてまいりました。

当社は今後も柔軟で効率的な働き方を推進し、働き方改革や様々なシステムの導入を

進めてまいります。  

・ オンライン会議の導入

・ ワークフローシステムの導入

・ 電子印章の導入

・ 営業報告システム、経費精算システム等のテレワーク対応

・ 飛沫防止パネルの製造（自社製品）と設置



（５）株式会社旭フーズ（卸売業・小売業、本社：埼玉県、社員 30名）

2021年 5月 15日登録 

新型コロナウイルスまん延防止措置区域における取り組み報告のお知らせ 

    埼玉県多様な働き方推進課様よりテレワーク実績報告についてご依頼がありました。 

    令和 3年４月 16日から 5月 15日までのテレワーク実績についてご報告します。 

    社員 30名のうち配送、仕分、格納、作業応援など実務 25名を除く 5名をテレワーク

可能者に指定 

5名のうち 1名産休につき業務課内 4名のテレワーク率は 75％ 

  うち 1名は月 1日の出社で 20日テレワーク勤務により、月稼働日数換算 95.2％ 

  うち 1名は出勤無し 18日テレワーク勤務により    月稼働日数換算 100％ 

となります。 

    社員 30名に対して会社よりテレワーク用 PC17台貸与、遠隔システム 

シンテレワークシステム、チームビューアー採用、営業、仕入管理、総務経理

    社員は応援の合間、週 1回の頻度でテレワーク実施 



（６）有限会社ティ辞書企画（情報通信業、本社：埼玉県、社員 12名）

2021年 5月 18日登録 

ティ辞書企画ではコロナ禍の状況を鑑み、昨年からテレワーク等による出勤者数の削

減を行ってまいりました。そしてこの度、埼玉県内に活動拠点を有する企業、団体を

対象とした「テレワーク実践企業」に登録した事をお知らせいたします。 

いのちを大切にする「テレワーク実践企業」 

当社では、新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため、次の対策を行っています。 

    緊急事態宣言発令中、全従業員は基本的に在宅によるテレワーク勤務を行う。 

リモートワークをするために必要なパソコン等の機器は会社が貸与する。

    在宅勤務を行うために必要な出費を補うため、在宅手当を支給する。 

コロナウイルス簡易検査キットを全従業員に配布する。

医学・薬学に携わる者の一員として、引き続き感染症拡大防止に努めて参ります。 

<2021/05/18現在の実施状況> 

テレワーク、ローテーション勤務、休暇を組み合わせて出社従業員数を 62％削減しま

した。（集計範囲：2020/12/16～2021/5/15） 


